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平成２０事業年度財務諸表について

国立大学法人は 国民その他の利害関係者に対し 財政状態や運営状況に関する説明責任を
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平成２０事業年度財務諸表について

国立大学法人は、国民その他の利害関係者に対し、財政状態や運営状況に関する説明責任を

果たし、自己の状況を客観的に把握する観点から、上場企業と同様の財務諸表（貸借対照表、

損益計算書、利益の処分（損失の処理）に関する書類、キャッシュ・フロー計算書、国立大学

法人等業務実施コスト計算書）の作成及び公表が義務付けられております。

本学の財務諸表につきましては、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条に

おいて準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３８条第１項の規定に基

づき 平成２１年６月25日に文部科学大臣に提出し 平成２１年9月１日に文部科学大臣の承
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果たし、自己の状況を客観的に把握する観点から、上場企業と同様の財務諸表（貸借対照表、

損益計算書、利益の処分（損失の処理）に関する書類、キャッシュ・フロー計算書、国立大学

法人等業務実施コスト計算書）の作成及び公表が義務付けられております。

本学の財務諸表につきましては、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条に

おいて準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３８条第１項の規定に基

づき、平成２１年６月25日に文部科学大臣に提出し、平成２１年9月１日に文部科学大臣の承

認を得たところです。

なお、財務諸表中の「利益の処分に関する書類（案）」については、今後、文部科学大臣の
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国立大学法人の会計は以下のような特徴があります。

①企業会計に準拠

国の時代の収支会計と異なり、国立大学法人は企業会計に準拠した会計基準（国立大学法人会計基

準）にしたがって、財務諸表を作成しております。ただし、税金を主財源として運営しており、情報

開示充実の観点から企業会計にはない書類(上記Ⅶ国立大学法人等業務実施コスト計算書)や、国の会

計に準拠した書類（上記Ⅷ決算報告書）も作成しております。

②損益均衡の会計処理

教育研究機関である国立大学法人の特性に配慮し、企業会計に一定の修正を加えた会計になってお

り、計画通りの業務運営を実施することで損益が均衡する仕組みが採用されております。

主な例としては、固定資産を取得した際に、期間配分される減価償却費という費用に対応させるた

めに資産見返負債という負債勘定にいったん財源を振り替えて、費用化額と同額を収益化していま

す。

③経営努力を考慮

国立大学法人の経営努力により剰余（利益）が生じた場合、翌年度以降の業務運営の財源として充

当可能な仕組みになっております。（上記Ⅲ利益の処分に関する書類）

Ⅵ 事業報告書

国立大学法人会計の仕組み
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　　　　　（単位：百万円）

科　　目 平成１９年度 平成２０年度 増減額財務諸表等

決算の概要

　資　 　産 51,068 57,591 6,523 
貸借対照表 　負　　 債 24,073 26,567 2,494 

　純  資  産 26,995 31,023 4,028 

　費　　 用 31,645 32,443 798 
損益計算書 　収　　 益 32,918 33,182 264 

決算の概要

大学の

財政状態

大学の

業務活動
損 計算書 収 , ,

　損　　 益 1,273 738 ▲ 535 
（目的積立金申請額） 562 325 ▲ 237 

　業務活動 2,824 3,108 284 
キャッシュ・フロー 　投資活動 ▲ 21 ▲ 3,754 ▲ 3,733 
計算書 　財務活動 ▲ 666 1,133 1,799 

　資金期首残高 5,089 7,226 2,137 
資金期末残高 7 226 7 713 487

決算の概要

大学の

財政状態

大学の

業務活動

大学の

資金の流れ
資金期末残高 7,226 7,713 487 

国立大学法人等
業務実施コスト 　実施コスト 12,663 13,193 530 
計算書

　収　　入 36,886 40,907 4,021 
決算報告書 支 出

決算の概要

大学の

財政状態

大学の

業務活動

大学の

資金の流れ

国民の皆様

の負担額

収入・支出

の状況
決算報告書 　支　　出 35,868 40,172 4,304 

　収　　支 1,018 735 ▲ 283 

決算の概要

【貸借対照表】

◆資産総額は 約576億円で 前年度に比べて約７億円の増とな ております
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【貸借対照表】

◆資産総額は、約576億円で、前年度に比べて約７億円の増となっております。

主な要因：耐震対策事業として教育学部校舎等の改修を行ったことや練習船「勢水丸」

の更新に伴う取得による増となっております。

◆負債総額は、約266億円で、前年度に比べて約25億円の増となっております。

主な要因：病院再開発事業に係る財政融資資金からの借り入れに伴う増となっております。

【損益計算書】

◆費用については、約324億円で、前年度に比べて約8億円の増となっております。

主な要因：人件費の増（退職手当）、診療機器の更新に伴うにおける減価償却費の増、
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◆負債総額は、約266億円で、前年度に比べて約25億円の増となっております。

主な要因：病院再開発事業に係る財政融資資金からの借り入れに伴う増となっております。

【損益計算書】

◆費用については、約324億円で、前年度に比べて約8億円の増となっております。

主な要因：人件費の増（退職手当）、診療機器の更新に伴うにおける減価償却費の増、

外部資金獲得増に伴う受託研究費の増となっております。

◆収益については、約331億円で、前年度に比べて約3億円の増となっております。

主な要因：受託研究の受け入れ増、運営費交付金における特別教育研究経費の予算増加に

伴う収益の増となっております。

効率化係数による運営費交付金の減額や総人件費改革を踏まえた人件費削減に対応できるよう計

画的な人員削減及び光熱水費等管理的経費の節減を進めております。一方で、外部資金獲得の増加
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◆費用については、約324億円で、前年度に比べて約8億円の増となっております。
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外部資金獲得増に伴う受託研究費の増となっております。
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主な要因：受託研究の受け入れ増、運営費交付金における特別教育研究経費の予算増加に

伴う収益の増となっております。

効率化係数による運営費交付金の減額や総人件費改革を踏まえた人件費削減に対応できるよう計

画的な人員削減及び光熱水費等管理的経費の節減を進めております。一方で、外部資金獲得の増加
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損益計算書の費用
経常費用 経常収益

（臨時損失含） （臨時利益含）

32,444 33,011 32,444

国立大学法人等
業務実施コスト

13,193
損益外減価償却費・
機会費用等

当期総利益

738 目的積立金取崩 1,208
171

資産 負債 支出 収入

57,591 26,567 ・業務活動 ・業務活動
・投資活動 ・投資活動
・財務活動 ・財務活動

47,456 55,169
純資産

31,024
・資本金
・資本剰余金
・利益剰余金

利益処分額 738

　　・積立金 441
　　・目的積立金 297

財 務 諸 表 の 体 系 図

損益計算書

≪一会計期間における運営状況≫

国から措置

された収益

以外の収益

〈自己収入〉

２０，４５９

（※内数）

国立大学業務実施

コスト計算書

≪国民が負担するコスト≫

国から措置され

た収益以外の収

益〈自己収入〉

２０，４５９

貸借対照表

≪期末日における財政状態≫

現金及び預金

９，０５３
（※内数）

当期未処分

利益 ７３８
（※内数）

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書

≪一会計期間における資金収支状況≫

資金期末残高

９，０５３
（※定期預金含）

利益処分に関する書類（案）

≪未処分利益の処分内容≫
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（単位：百万円）

平成19年度 平成20年度 平成19年度 平成20年度

負債の部資産の部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 ２１年 ３月 ３１日現在）

の　　部資　　産　　の　　部
負 　 債
純  資  産

貸 借 対 照 表 の 概 要

（固定資産） 39,994 45,637  （固定負債） 14,298 15,929

土　地 11,957 11,957 資産見返負債 6,560 6,442

建物・構築物 18,154 19,790 7,171 9,209

工具器具備品、車両運搬具 4,209 5,104 リース債務 561 265

図書、美術品等 4,042 4,088 その他 5 11

船　舶 13 2,203

建設仮勘定 1 183 2 135 （流動負債） 9 775 10 638

借入金

貸 借 対 照 表 の 概 要

建設仮勘定 1,183 2,135 （流動負債） 9,775 10,638

ソフトウェア等 133 157 運営費交付金債務 567 760

投資有価証券 300 200 預り科研費補助金等 17 37

預り施設費 0 0

寄附金等債務 2,484 2,632

（流動資産） 11074 11,954 借入金 891 828

現金及び預金 8,364 9,053 未払金・未払費用 5,086 5,784

貸 借 対 照 表 の 概 要

未収入金 2,409 2,495 リース債務 548 428

（病院収入、学生納付金等） その他 178 166

有価証券 0 100 負債合計 24,073 26,567

たな卸資産 244 262

（医薬品及び診療材料、重油等）

その他 55 43 純資産の部

貸 借 対 照 表 の 概 要

　資本金 17,485 17,485

　資本剰余金 5,070 8,961

　利益剰余金 4,439 4,577

教育研究環境整備及び組織運営改善積立金 751 713

積立金 2,414 3,125

当期未処分（総）利益 1273 738

純資産合計 26,995 31,023

貸 借 対 照 表 の 概 要

純資産合計 26,995 31,023

51,068 57,591 51,068 57,591

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しているため、計は必ずしも一致しません。

資　　産　　合　　計 負  債・純 資 産　合　計

貸 借 対 照 表 の 概 要

貸借対照表とは、決算日（毎年３月３１日）における、国立大学法人の資産・負債・純資産がどのような状態（財政状態）
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　本学における資産は、平成１６年４月１日の法人化に伴い国から承継された固定資産（土地、建物、機械、図書など約37０億
円）が基盤となっております。
　資産のうち固定資産における建物・構築物については、主に教育学部校舎１号館、総合教育棟Ⅰ及び工学部機械創成棟等の改修
により、船舶については、練習船（勢水丸）の取得により取得資産は増加しております。また、建設仮勘定については、病棟・診
療棟工事の前払（部分完成等）により、増加しております。
　流動資産については、未払金の増により現金・預金が増加しております。

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

土　　　地 １１，９５７百万円

建築・構築物 １９，７９０百万円

　三重大学は、５学部、附属病院を含め津市内の1ヶ所にキャンパスが集中し、その他には、観音寺地区、附属農場・演習林、水
産実験所（志摩市）に分散しており、以下の土地・建物を所有しています。

　　対前年度同額

　　対前年度比　１，６３６百万円増

上浜地区

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

上浜地区
　　　　主な部局　：事務局、人文学部、教育学部、医学部、附属病院、
　　　　　　　　　　工学部、生物資源学部、全学共同利用施設、講堂等
　　　　土地、建物：土地　528,040㎡、建物延面積242,199㎡
　観音寺地区
　　　　主な部局　：附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校、
　　　　　　　　　　附属幼稚園
　　　　土地、建物：土地95,227㎡（内91,824㎡借地）
　　　　　　　　　　建物延面積18,４１５㎡
　その他地区
　　　　主な部局　：農場、演習林、水産実験所、学生寄宿舎
　　　　土地、建物：土地4,960,104㎡（内241㎡借受地）

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

工具器具備品、車輌運搬具 ５，１０４百万円

図書・美術品 ４，０８８百万円

　学内には教育研究診療分野において極めて重要な基幹的設備である１千万以上の機械備品（教育研究用設備180点程度約４０億
円、医療機器１４５点程度約８８億円）が多数存在していますが、経年使用により更新待ちの設備も多く含まれている現状です。

　　対前年度比　　　８９５百万円増

　　対前年度比　　　　４６百万円増

　　　　土地、建物：土地4,960,104㎡（内241㎡借受地）
　　　　　　　　　　建物延面積23,635㎡

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

円、医療機器１４５点程度約８８億円）が多数存在していますが、経年使用により更新待ちの設備も多く含まれている現状です。
このことから、診療設備については、国立大学財務経営センターからの借入金やリース契約などの活用による整備を行い、また、
教育研究設備については、外部資金や競争的資金による設備導入も積極的に推進するほか、全学的な共同利用の促進を図る取組と
して、共同利用センターによる大型研究設備の集中管理による学内利用の促進を図っております。

図書・美術品は本学の教育研究を行う上で重要な財産です。
   図書は、平成２０年度末で、前年度末と比較して約４千６百万円増加しております。
　なお、２０年度末現在の蔵書数は、約９４万冊を保有しております。
　美術品は、登録有形文化財に登録されている三翠会館、レーモンドホールが主なものとなっています。

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

三翠会館 レーモンドホール

船　　　舶 2,203百万円 　　対前年度比　　　2,190百万円増

　練習船「勢水丸」が平成21年１月30日に更新されました。航海区域は実習、研究どちらの航海も、近くは伊勢湾から本邦南
方、北太平洋、そして東シナ海まで就航しています。

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

三翠会館 レーモンドホール

≪主要目≫

長さ（全長） ５０．９０ｍ

資産の部 ５７，５９１百万円 対前年度比 6,523百万円増

教育学部校舎改修後

三翠会館 レーモンドホール

≪主要目≫

長さ（全長） ５０．９０ｍ

幅（型） ８．６０ｍ

深さ（型） ３．７５ｍ

総トン数 ３１８トン

航海速力 １２ノット

定員（合計） ４４名
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投資有価証券・有価証券 300百万円

現金及び預金 9,053百万円

　　対前年度同額

　投資有価証券については、余裕資金を財源として約２億円の国債及び約1億円の大阪市公債を購入し、資金運用を行っておりま
す。

　　対前年度比　689百万円増

本学における負債は 法人化の際に引き継いだ借入金や国立大学法人会計独特の損益均衡を目的とした会計処理の資産見返負債

　期末の現金・預金は主に年度末の未払金見合いの現金（約57億円）や寄附金等外部資金の繰越金（約2６億円）等からなりま
す。
　平成20年度は前年度に比べて期末の現金・預金が増加しましたが、これは年度末に購入した設備及び施設整備に対する支払いが
   多かったことや、寄附金等外部資金の繰越残高の未払金が前年度より増加したことによるものです。

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

資産見返負債 6,442百万円

　本学における負債は、法人化の際に引き継いだ借入金や国立大学法人会計独特の損益均衡を目的とした会計処理の資産見返負債
が大部分となっております。
　

　　対前年度比　118百万円減

　国立大学法人会計の特徴的な勘定科目です。国から交付される運営費交付金等で購入した固定資産（償却資産）の残存価額相当
額を負債として計上します。
　対象資産の減価償却額と同額を収益へ振替え損益のバランスを図ることで、収入を見込むことのできない教育、研究用の建物や
機械備品等の後年度における減価償却費計上による費用超過を防止しています。

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

借　入　金（固定負債） 9,209百万円

借　入　金（流動負債） 828百万円

　　対前年度比　2,038百万円増

   借入金には、国立大学財務・経営センター債務負担金（約53億円）と、長期借入金（約47億円）があります。
　国立大学財務・経営センター債務負担金とは、国立大学特別会計から承継した借入金で、法人化前に附属病院建物や医療機器等
を整備するために財政投融資資金を財源とした国からの借金です。償還期限は平成38年度です。

　　対前年度比　　  63百万円減

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

法人化の際に国から承継した資産と負債の差額を元手として、業務に関連して発生した剰余金などを加えて構成されています。

を整備するために財政投融資資金を財源とした国からの借金です。償還期限は平成38年度です。
　長期借入金とは、法人化後に国立大学財務・経営センターより借り入れたもので、病棟の建設や大型医療機器の導入などの病院
関係の整備を行う一方、毎年の病院収入により返済を行っています。
　1年以内に返済が予定されている金額は流動負債に計上しています。

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

純資産の部 ３１，０２３百万円 対前年度比 ４,０２８百万円増

資　本　金 １７,４８５百万円

資　本　剰　余　金 ８，９６１百万円 　　対前年度比　３，８９１百万円増

　法人化に際して国から出資を受けた資産から負債を差し引いた額を政府出資金として計上しています。

　　対前年度同額

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

純資産の部 ３１，０２３百万円 対前年度比 ４,０２８百万円増

利　益　剰　余　金 ４，５７７百万円

　業務に関連して発生した剰余金を示します。前年度から繰り越した目的積立金の残額713百万円、積立金3,125百万円に加え
て、平成20年度の未処分利益738百万円が含まれています。

　資本金同様、国立大学法人内に維持・留保すべき財産的な基礎を表しています。
　平成20年度は、損益外減価償却等による減（1,080百万円）がありましたが、施設費及び目的積立金による固定資産取得
（4,971百万円）があったため増加しております

　　対前年度比　　　１３８百万円増

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

純資産の部 ３１，０２３百万円 対前年度比 ４,０２８百万円増

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

純資産の部 ３１，０２３百万円 対前年度比 ４,０２８百万円増

負債の部 26，567百万円 対前年度比 2,494百万円増

純資産の部 ３１，０２３百万円 対前年度比 ４,０２８百万円増
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　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

平成19年度 平成20年度 平成19年度 平成20年度

費　用・損　益

経常 経常 益

（単位：百万円）

収　　益

損 益 計 算 書 の 概 要

教育経費 896 1,319 運営費交付金収益 11,592 11,830

研究経費 1,873 1,515 授業料等収益 4,375 4,342

教育研究支援経費 371 402 附属病院収益 13,711 13,660

診療経費 8,462 8,669 受託研究等収益 1,234 1,371

受託研究等経費 1,206 1,353 寄附金収益 647 580

人件費（教員） 9,615 9,655 財務収益 16 22

経常費用 経常収益

損 益 計 算 書 の 概 要

人件費（教員） 9,615 9,655 財務収益 16 22

人件費（役員・職員） 7,585 7,856 補助金等収益 128 143

一般管理費 1,237 1,336 施設費収益 336 196

財務費用（支払利息等） 281 287 資産見返負債戻入 515 517

31,530 32,396 雑益 241 322

1,270 589 32,801 32,986

115 47臨時損失

経常利益(B)－(A)

経常費用合計(A)

経常収益(B)

損 益 計 算 書 の 概 要

115 47

臨時利益 45 25

当期純利益 1,201 567 目的積立金取崩額 72 171

1,273 738

32 918 33 182 32 918 33 182

当期総利益

臨時損失

合 計 合 計

損 益 計 算 書 の 概 要

32,918 33,182 32,918 33,182

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しているため、計は必ずしも一致しません。

合　　　計 合 　　計

損 益 計 算 書 の 概 要

損益計算書は、一会計期間における国立大学法人の運営状況を明らかにしたものです。

国立大学法人は、教育研究等という業務内容の公共性と非独立採算性を前提に利益獲得を目的としない法

人組織であり 会計制度上も原則として行うべき業務を行えば損益が均衡する仕組みとなっております こ

本 表 の ポ イ ン ト

収益の部 年度比較 経常収益費用の部 年度比較 経常費用

当期総利益

損 益 計 算 書 の 概 要

損益計算書は、一会計期間における国立大学法人の運営状況を明らかにしたものです。

国立大学法人は、教育研究等という業務内容の公共性と非独立採算性を前提に利益獲得を目的としない法

人組織であり、会計制度上も原則として行うべき業務を行えば損益が均衡する仕組みとなっております。こ

のため、損益計算書の作成目的についても、企業のように事業活動の成果である経営成績を明らかにするこ

とではなく、法人の運営状況を明らかにして、その運営実績の評価に資することを目的としております。

また、各経費は、教育、研究等の目的別に分類されております。

本 表 の ポ イ ン ト

30,763 

31,355 

32,306 

32,801 

893 

48 

58 

117 

１６年度

１７年度

１８年度

１９年度

収益の部 年度比較 経常収益

臨時利益等
29,355 

30,329 

31,300 

31,530 

1,641 

1,054 

1,047 

1,273 

660 

20 

17 

115 

１６年度

１７年度

１８年度

１９年度

費用の部 年度比較 経常費用

当期総利益

臨時損失

損 益 計 算 書 の 概 要

損益計算書は、一会計期間における国立大学法人の運営状況を明らかにしたものです。

国立大学法人は、教育研究等という業務内容の公共性と非独立採算性を前提に利益獲得を目的としない法

人組織であり、会計制度上も原則として行うべき業務を行えば損益が均衡する仕組みとなっております。こ

のため、損益計算書の作成目的についても、企業のように事業活動の成果である経営成績を明らかにするこ

とではなく、法人の運営状況を明らかにして、その運営実績の評価に資することを目的としております。

また、各経費は、教育、研究等の目的別に分類されております。

本 表 の ポ イ ン ト

30,763 

31,355 

32,306 

32,801 

32,986 

893 

48 

58 

117 

196 

28,000 29,000 30,000 31,000 32,000 33,000 34,000 

１６年度

１７年度

１８年度

１９年度

２０年度

収益の部 年度比較 経常収益

臨時利益等
29,355 

30,329 

31,300 

31,530 

32,396 

1,641 

1,054 

1,047 

1,273 

738 

660 

20 

17 

115 

47 

28,000 29,000 30,000 31,000 32,000 33,000 34,000 

１６年度

１７年度

１８年度

１９年度

２０年度

費用の部 年度比較 経常費用

当期総利益

臨時損失

損 益 計 算 書 の 概 要

損益計算書は、一会計期間における国立大学法人の運営状況を明らかにしたものです。

国立大学法人は、教育研究等という業務内容の公共性と非独立採算性を前提に利益獲得を目的としない法

人組織であり、会計制度上も原則として行うべき業務を行えば損益が均衡する仕組みとなっております。こ

のため、損益計算書の作成目的についても、企業のように事業活動の成果である経営成績を明らかにするこ

とではなく、法人の運営状況を明らかにして、その運営実績の評価に資することを目的としております。

また、各経費は、教育、研究等の目的別に分類されております。

本 表 の ポ イ ン ト

※臨時利益には目的積立金取崩額を含む

（単位：百万円） （単位：百万円）
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経常費用・経常収益の構成内訳

教育経費, 
1,319百万

研究経費, 
1,515百万

財務費用, 
287百万円, 

財務収益, 22
百万円, 0.1%

補助金等収

益, 143百万
円

施設費収益, 
196百万円

資産見返負

債戻入, 517

経常費用・経常収益の構成内訳

教育経費, 
1,319百万
円, 4.1%

研究経費, 
1,515百万
円, 4.7% 教育研究支

援経費, 402
百万円, 
1.2%

診療経費, 

職員人件

費, 7,641百
万円, 23.6%

一般管理

費, 1,336百
万円, 4.1%

財務費用, 
287百万円, 

0.9%

運営費交付

金収益, 
11,830百万
円, 35.9%

受託研究等

収益, 1,371百
万円, 4.2%

寄附金収益, 
580百万円, 

1.8%

財務収益, 22
百万円, 0.1%

補助金等収

益, 143百万
円, 0.4%

施設費収益, 
196百万円, 

0.6%

資産見返負

債戻入, 517
百万円, 1.6%

雑益, 322百
万円, 1.0%

費用

経常費用・経常収益の構成内訳

教育経費, 
1,319百万
円, 4.1%

研究経費, 
1,515百万
円, 4.7% 教育研究支

援経費, 402
百万円, 
1.2%

診療経費, 
8,669百万
円, 26.8%

受託研究等

経費, 1,353
百万円

教員人件

費, 9,655百
万円, 29.8%

役員人件

費, 215百万

職員人件

費, 7,641百
万円, 23.6%

一般管理

費, 1,336百
万円, 4.1%

財務費用, 
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0.9%

運営費交付

金収益, 
11,830百万
円, 35.9%

授業料収

益, 3,638
百万円, 
11.0%

入学金収益, 
568百万円

検定料収益, 
136百万円

附属病院収

益, 13,660百
万円, 41.4%

受託研究等

収益, 1,371百
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補助金等収
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雑益, 322百
万円, 1.0%

費用 収益

経常費用・経常収益の構成内訳

○ 教育・研究・診療等の事業費や人件費等の業務費及び一般管理費、財務費用合わせて30,543百万円を使用し

ています。これらの経費の中には資産の取得額は含まれていませんが、現金の支出を伴わない費用として、減価

償却費1853百万円が別途計上されています

費用・収益の概要
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0.6%
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費用 収益

経常費用・経常収益の構成内訳

○ 教育・研究・診療等の事業費や人件費等の業務費及び一般管理費、財務費用合わせて30,543百万円を使用し

ています。これらの経費の中には資産の取得額は含まれていませんが、現金の支出を伴わない費用として、減価

償却費1,853百万円が別途計上されています。

○ 人件費は17,511百万円を使用しており、経常費用に占める割合は54.1%です。

○ 附属病院における人件費及び診療経費、管理経費等の経常費用は16,126百万円で、全体の経常費用に占める

割合は49.8%です。

○ 経常収益のうち現金を伴う収益は32,469百万円であり、現金を伴わない収益として、資産見返負債戻入517

百万円が別途計上されています。この資産見返負債戻入は国立大学法人特有の会計処理で、前記の減価償却費と

費用・収益の概要

教育経費, 
1,319百万
円, 4.1%
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経常費用・経常収益の構成内訳

○ 教育・研究・診療等の事業費や人件費等の業務費及び一般管理費、財務費用合わせて30,543百万円を使用し

ています。これらの経費の中には資産の取得額は含まれていませんが、現金の支出を伴わない費用として、減価

償却費1,853百万円が別途計上されています。

○ 人件費は17,511百万円を使用しており、経常費用に占める割合は54.1%です。

○ 附属病院における人件費及び診療経費、管理経費等の経常費用は16,126百万円で、全体の経常費用に占める

割合は49.8%です。

○ 経常収益のうち現金を伴う収益は32,469百万円であり、現金を伴わない収益として、資産見返負債戻入517

百万円が別途計上されています。この資産見返負債戻入は国立大学法人特有の会計処理で、前記の減価償却費と

の差額が損失計上の要因となります。

○ 附属病院収益の経常収益に占める割合は４１．４%です。

○ 当期総利益は 738百万円であり、そのうち325百万円については、現金の裏付けがあり、事業の用に供する

ことが可能な額について文部科学大臣の承認後、目的積立金として整理され次年度以降に使用することとなりま

す。

費用・収益の概要
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経常費用・経常収益の構成内訳

○ 教育・研究・診療等の事業費や人件費等の業務費及び一般管理費、財務費用合わせて30,543百万円を使用し

ています。これらの経費の中には資産の取得額は含まれていませんが、現金の支出を伴わない費用として、減価

償却費1,853百万円が別途計上されています。

○ 人件費は17,511百万円を使用しており、経常費用に占める割合は54.1%です。

○ 附属病院における人件費及び診療経費、管理経費等の経常費用は16,126百万円で、全体の経常費用に占める

割合は49.8%です。

○ 経常収益のうち現金を伴う収益は32,469百万円であり、現金を伴わない収益として、資産見返負債戻入517

百万円が別途計上されています。この資産見返負債戻入は国立大学法人特有の会計処理で、前記の減価償却費と

の差額が損失計上の要因となります。

○ 附属病院収益の経常収益に占める割合は４１．４%です。

○ 当期総利益は 738百万円であり、そのうち325百万円については、現金の裏付けがあり、事業の用に供する

ことが可能な額について文部科学大臣の承認後、目的積立金として整理され次年度以降に使用することとなりま

す。

○ また、上記利益のうち441百万円については、借入金償還に係る国立大学法人特有の会計処理上発生する現金

の裏付けのない利益であり、大臣承認の対象外となり、積立金として整理されるものであります。

費用・収益の概要

○「費用・収益」は経済的事実が発生した時期に帳簿計上を行うしくみ（いわゆる発生主義）により処理が行われ

「費用」・「収益」と「収入」・「支出」の違いについて
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経常費用・経常収益の構成内訳

○ 教育・研究・診療等の事業費や人件費等の業務費及び一般管理費、財務費用合わせて30,543百万円を使用し

ています。これらの経費の中には資産の取得額は含まれていませんが、現金の支出を伴わない費用として、減価

償却費1,853百万円が別途計上されています。

○ 人件費は17,511百万円を使用しており、経常費用に占める割合は54.1%です。

○ 附属病院における人件費及び診療経費、管理経費等の経常費用は16,126百万円で、全体の経常費用に占める

割合は49.8%です。

○ 経常収益のうち現金を伴う収益は32,469百万円であり、現金を伴わない収益として、資産見返負債戻入517

百万円が別途計上されています。この資産見返負債戻入は国立大学法人特有の会計処理で、前記の減価償却費と

の差額が損失計上の要因となります。

○ 附属病院収益の経常収益に占める割合は４１．４%です。

○ 当期総利益は 738百万円であり、そのうち325百万円については、現金の裏付けがあり、事業の用に供する

ことが可能な額について文部科学大臣の承認後、目的積立金として整理され次年度以降に使用することとなりま

す。

○ また、上記利益のうち441百万円については、借入金償還に係る国立大学法人特有の会計処理上発生する現金

の裏付けのない利益であり、大臣承認の対象外となり、積立金として整理されるものであります。

費用・収益の概要

○「費用・収益」は経済的事実が発生した時期に帳簿計上を行うしくみ（いわゆる発生主義）により処理が行われ

ており、実際の現金の出入り時期に帳簿計上を行うしくみ（いわゆる現金主義）による「収入・支出」とは決算

において差異が生じます。

費用・収益と収入・支出に差が生じるものの例としては、固定資産の取得、前払費用などの経過勘定、各種引

当金の繰入などがあります。

これに加えて、固定資産を取得した際の資産見返勘定のように、損益均衡を図る国立大学法人特有の会計処理

もまた差異を生じさせる原因となっております。

「費用」・「収益」と「収入」・「支出」の違いについて
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教　育　経　費 １，３１９百万円

【平成20年度の取り組み】

対前年度比　　４２３百万円増

　教育経費とは、業務として学生等に対して行われる教育に要する経費を対象としています。具体的には、入学試験、正課教育、
学生納付金免除、課外活動等に要する経費です。

経常費用 ３２,３９６百万円 対前年度比 ８６６百万円増

【平成20年度の取り組み】

○医学部入学定員の増
　地域における医師不足解消を目的に医学部の入学定員を10名増加し、１１０名とした。

○特別教育研究経費の獲得
　新たな教育研究ニーズに対応し、各国立大学等の個性に応じた意欲的な取り組みを重点的に支援するための経費。

　◆人材養成の目的を明確化した大学院教員改革（平成２０年度～平成２２年度）
　　　－産業界や学生のニーズに応える高度専門技術者の育成－

　　　大学院博士前期課程に人材養成の目的を明確化した研究領域コースと創成工学コースを設置し，産業界と学生からの多様な
ニ ズに応じた高度専門技術者を育成する

経常費用 ３２,３９６百万円 対前年度比 ８６６百万円増

　◆新医師確保総合対策に基づく医学部定員増に伴う学生教育用設備

○文部科学省大学教育改革支援プログラムに各取組が採択（平成20年度新規採択分）

　　　ニーズに応じた高度専門技術者を育成する。

　　　医学科生の生理学実習、分子医学実習、解剖実習などの各種実験・実習に必要な設備等であり、定員１０名の増員に伴い、
　　　教育の支障が生じないよう、学生教育用設備を整備。

　各大学などにおける大学改革の取組が一層推進されるよう、国公私立大学を通じた競争的環境の下で、特色ある優れた取組を
　選定・支援するための経費。

　◆大学院教育改革支援プログラム（大学院ＧＰ）

経常費用 ３２,３９６百万円 対前年度比 ８６６百万円増

　◆質の高い大学教育推進プログラム（教育ＧＰ）

○e-learningｼｽﾃﾑを利用したＰＢＬチュートリアル教育の実施

　　「国際推薦制度による留学生教育の実質化 　－生体侵襲ダイナミクスの国際的研究者養成－」

　　「三重大ブランドの環境人材養成プログラム
　　　－三重から世界へ－多様化する環境問題の改善に貢献できる環境スペシャリスト養成をめざした三重大モデルの構築と運営

」

　　共通教育及び専門教育との連携により、２００科目以上のPBL教育授業科目を開設するとともに、PBLセミナー、
　　ｅラーニング"三重大学Moodle"を活用した授業を７６０科目に拡充した。また、eラーニングシステムを活用した
　　授業（「英語　プレTOEIC」）を開講しています。

　◆大学院教育改革支援プログラム（大学院ＧＰ）

経常費用 ３２,３９６百万円 対前年度比 ８６６百万円増

（単位：百万円）

経常費用 ３２,３９６百万円 対前年度比 ８６６百万円増
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研　究　経　費 １，５１５百万円

【平成20年度の取り組み】

○特別教育研究経費の獲得

対前年度比　　３５８百万円減

　研究経費とは、業務として行われる研究に要する経費を対象としており、教員研究費、研究設備の維持など研究活動に要する経
費を表しています。

　◆炎症性血管病変による神経機能障害のﾒｶﾆｽﾞﾑの解明（平成18年度～平成20年度）

　◆冠動脈粥状硬化病変に対する先端的な非侵襲ＭＲＩ診断法の開発（平成1９年度～平成2２年度）

　◆伊勢湾再生研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（平成１９年度～平成２１年度）

　　　冠動脈粥状硬化病変の組織性状評価と冠循環機能の定量的評価を可能にする先端的な非侵襲ＭＲＩ診断法を国際共同研究を
　　　行って開発し、従来の発症後に冠動脈狭窄を広げる治療から、冠動脈疾患の発症前診断を含む新しい治療戦略への変革を目
　　　指す。

伊勢湾及び周辺陸域の環境保全と漁業生産活動が調和した新たな環境を創生するため、関係地方公共団体等と連携し伊勢湾

　　　脳血管障害の要因である炎症性血管病変による神経機能障害のメカニズムを解明するため、(1)炎症性血管病変の分子機構、
　　　(2)神経機能障害の分子機構、および(3)障害神経機能の修復再生機構を明らかにする研究を行う。

　◆三重大学伊賀研究拠点の形成事業－サテライトキャンパスと地域振興（平成20年度）

　◆地域・職域との連携による保健医療支援事業－地域・職域保健医療支援センターの設置と運用－（平成20年度）

　　　伊勢湾及び周辺陸域の環境保全と漁業生産活動が調和した新たな環境を創生するため、関係地方公共団体等と連携し伊勢湾
　　　再生のための総合的学際研究体制を構築し、環境保全と漁業資源の回復、地域の再開発・活性化を目的とした研究を行い、
　　　その成果を行政施策へ反映させるとともに、全国の半閉鎖性内湾域の環境再生事業に応用可能な研究成果を生み出すもの
　　　である。

　　　三重県伊賀市に三重大学研究拠点を開設し、伊賀市ならびに三重県等と連携して、環境・食・文化に関する新産業育成を
　　　図るとともに、文化的啓発活動を通して地域活性化に貢献する。同時に地域企業等と連携して、大学の研究領域の拡充と
　　　卒業生の就職機会の増大を目指す。

　　　県・市町村、保健所、事業所、病院、ＮＰＯ等と大学との有機的連携の中心となる地域・職域保健医療支援センターを

○三重大学ＣＯＥプロジェクト　－　世界拠点になりうる分野を選択し、資源を集中化　－

○三重大学リサーチセンターの設置　－分野横断型の研究拠点の創出－

県 市町村、保健所、事業所、病院、ＮＰＯ等と大学との有機的連携の中心となる地域 職域保健医療支援センタ を
　　　設置し、同センターが地域医療学寄付講座（三重県）と協力して地域と職域の保健医療活動を支援し、かつこれらを支
　　　える人材の能力開発と確保を目指す。

　　三重大学として今後大きな成果が期待できる特定テーマの研究を重点的に推進するため、世界トップレベルの研究、学部
　　として育てたい国内トップレベルの研究、若手研究を選定して研究費を重点配分しています。

　　研究の最終ターゲットを共有する様々な分野の研究者が横断的に研究グループを作り、新たな視点を持った研究や新技術
　　の創成を目指す事を目的としており、研究をさらに活性化させ、先端研究の拠点となり、地域イノベーションの推進に繋

がることを期待しています

（単位：百万円）

　　がることを期待しています。
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教育研究支援経費 ４０２百万円 対前年度比　　３１百万円増

　教育研究支援経費とは、附属図書館、総合情報処理センター等特定の学部に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援す
るために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費を表しています。
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診　療　経　費 ８，６６９百万円

【平成20年度の取り組み】

○経費節減策

対前年度比　　２０７百万円増

　診療経費とは、附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費を対象としています。

　　運営費交付金の減少や診療報酬の改訂に対応するため、在院日数の短縮、病床稼働率の向上、ＤＰＣコーディング精度
の向上等の増収策や 医薬品 医療材料の値引拡大 後発医薬品への切換促進 ＤＰＣ分析による包括医療の適正化等

○経営分析やそれに基づく戦略の策定状況

○疾病予防対策事業費補助金（厚生労働省）

◆乳がん用マンモコイル緊急整備事業

　　独立行政法人又は国立大学法人の設置するがん診察連携拠点病院が行う事業として、厚生労働省から措置される補助金を
　　獲得しました。

　　の向上等の増収策や、医薬品・医療材料の値引拡大、後発医薬品への切換促進、ＤＰＣ分析による包括医療の適正化等
　　の経費削減策を講じた。

　　病院経営戦略会議を開催し、①現在の経営状態②次期の運営費交付金算定ルール③当面の課題④新病院のあり方等に
　　ついて議論を行い、効率的・安定的な経営・財務基盤の確立を推進した。また、企画運営会議に経営コンサルタントを
　　同席させ、他病院の情報提供や、経営に関する助言を受けた。

　　◆乳がん用マンモコイル緊急整備事業
　　◆マンモグラフィ検診遠隔診断支援モデル事業

受託研究等経費 １，３５３百万円 対前年度比　　１４７百万円増

　　受託研究等経費とは、受託研究、共同研究、受託事業の実施に係る経費を対象としています。なお、当該経費より
　　支弁される給与等も含みます。

役員人件費 ２１５百万円

教員人件費 ９，６５５百万円

職員人件費 ７，６４１百万円

　役員、教員及び職員に対して支払われる報酬、給与、賞与、退職手当等を表しています。
　　平成20年度は、役員人件費については退職手当の増、教員・職員人件費については、附属病院における非常勤医師、
　看護師の増員を行ったことにより増加しております。

対前年度比　　１０１百万円増

対前年度比　　　４０百万円増

対前年度比　　１７０百万円増

【平成20年度の取り組み】

　○人件費削減の推進

　○多面的評価による教員人事制度

　　「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、
　　人件費削減の取組を行っておりますが、平成20年度においても総人件費削減計画として策定した平成２０年度人員
　　人件費管理計画に基づき、教育職員及び事務職員を削減し、平成１７年度人件費予算相当額から４％削減した額以下
　　に抑制した。

　　　大学教員の採用・昇進人事については、役員会において補充理由、今後の人事計画との関連及び選考方法・内容等
　　　を確認、決定した後、各部局での資格審査において、教育、研究、社会貢献（国際貢献を含む。）、管理運営及び

診療の各領域の活動について多面的な評価を行い選考している　　　診療の各領域の活動について多面的な評価を行い選考している。

区　　　　　　　分
基準年度

（平成１７年 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

総人件費改革（基準値）（千円） 12,901,653 － － －
実　績　額（千円） － 12,136,143 12,112,201 12,124,402
人件費削減率（対基準値）（％） － △ 5.9 △ 6.1 △ 6.0

　・総人件費改革（基準値）は、法人移行時の人件費の予算相当額を基礎に算出した
　　平成１７年度人件費予算相当額である。

一　般　管　理　費 １，３３６百万円

　一般管理費とは、大学全体の管理運営を行うための要する経費を表しています。

【平成20年度の取り組み】

対前年度比　　９９百万円増

　○ 経費節減については、平成２１年度までに水道光熱費、消耗品費等の経費を１０％削減するという目標を設定すると
　　 ともに、その達成のために、引き続き教職員の啓蒙に努めるとともに、目標チャレンジ活動において、業務改善活動
       の中で経費節減に積極的に取り組んだ。平成２０年度においても業務改善活動報告会の結果を学内ＨＰに掲載すると
　　ともに、学内の諸会議において、更なる経費節減や業務の効率化の徹底について周知を図った。

区　　　　　　　分
基準年度

（平成１７年 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

総人件費改革（基準値）（千円） 12,901,653 － － －
実　績　額（千円） － 12,136,143 12,112,201 12,124,402
人件費削減率（対基準値）（％） － △ 5.9 △ 6.1 △ 6.0

　・総人件費改革（基準値）は、法人移行時の人件費の予算相当額を基礎に算出した
　　平成１７年度人件費予算相当額である。

財務費用（支払利息等） ２８７百万円

　借入金やリース契約に伴う利息を表しています。
　　国立大学財務・経営センター債務負担金やリース債務の償還時に支払う利息になります。

ともに、学内の諸会議において、更なる経費節減や業務の効率化の徹底について周知を図った。

対前年度比　　　６百万円増

区　　　　　　　分
基準年度

（平成１７年 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

総人件費改革（基準値）（千円） 12,901,653 － － －
実　績　額（千円） － 12,136,143 12,112,201 12,124,402
人件費削減率（対基準値）（％） － △ 5.9 △ 6.1 △ 6.0

　・総人件費改革（基準値）は、法人移行時の人件費の予算相当額を基礎に算出した
　　平成１７年度人件費予算相当額である。
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運営費交付金収益 １１，８３０百万円 対前年度比　　２３８百万円増

　国立大学法人が必要な業務を行うために不足する財源を国が補填している運営費交付金による収益です。

運営費交付金は効率化係数により毎年減少しますので、より合

経常収益 ３２,９８６百万円 対前年度比 １８５百万円増
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　運営費交付金は効率化係数により毎年減少しますので、より合
理的な大学運営と自己収入の確保による財政基盤の確保が重要に
なります。平成20年度は効率化係数により約93百万円の削減が
ありました。なお、運営費交付金のうち、固定資産の取得に要し
た経費は運営費交付金収益ではなく、資産見返負債として計上さ
れるため、経費の執行内容によっても運営費交付金収益は増減す
ることとなります。また、退職手当等の特殊要因経費などの予算
の増減、執行状況によっても増減します。

経常収益 ３２,９８６百万円 対前年度比 １８５百万円増
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運営費交付金予算額、収益の推移
百万円

授業料収益 ３，６３８百万円 対前年度比　　２７百万円減

経常収益 ３２,９８６百万円 対前年度比 １８５百万円増
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入学金収益 ５６８百万円

検定料収益 １３６百万円

対前年度比　　　２百万円増

対前年度比　　　８百万円減

　学生からの授業料、入学料、検定料等に係る学生納付金収益です。

　平成20年度は医学部医学科の定員増により、入学定員が前年
度と比較して10名増になりました。（入学定員1,305名）
　在学者数（5月１日現在）は、学部6,230人（前年度比18人
増） 大学院1 174人（同8人減）とな ております なお 運

経常収益 ３２,９８６百万円 対前年度比 １８５百万円増
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増）、大学院1,174人（同8人減）となっております。なお、運
営費交付金と同様に授業料のうち、固定資産の取得に要した経費
は授業料収益ではなく、資産見返負債として計上されるため、経
費の執行内容によっても授業料収益は増減します。

経常収益 ３２,９８６百万円 対前年度比 １８５百万円増
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附属病院収益 １３，６６０百万円 対前年度比　　５１百万円減

附属病院の診療等による収益です

経常収益 ３２,９８６百万円 対前年度比 １８５百万円増
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　附属病院の診療等による収益です。

　平成20年度の病床数は７０７床で、患者数は入院患者延数が
前年度比7,616人減、外来患者延数が12,573人減となっていま
す。
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短縮と手術件数の増加による入院診療単価の増等により７０百万
円の増加となっております。
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受託研究等収益 １，３７１百万円

寄附金収益 ５８０百万円

対前年度比　　１３７百万円増

対前年度比　　　６７百万円減

　受託研究、共同研究、受託事業などの研究等の実施のために受け入れた収入、又は寄附の受け入れに係る収益です。

　地域に根ざした産学官民連携の強化のため、様々な取組を行う
ことにより受入額が増加しています。特に地方公共団体や地域企
業との共同研究は活発に行われ、地域中小企業との共同研究にお
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業との共同研究は活発に行われ、地域中小企業との共同研究にお
いては全国上位の実績を上げており、地域再生に大きく貢献して
います。
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補助金等収益 １４３百万円

　交付された補助金は、受領したときは預り補助金として負債計
上されます この内 固定資産の取得に要した経費は資産見返負

対前年度比　　１５百万円増

　文部科学省の特色ある優れた取組として採択された機関補助の補助金や他省庁からの補助金による収益です。
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上されます。この内、固定資産の取得に要した経費は資産見返負
債として計上され、それ以外の経費と同額が補助金収益として計
上されます。

　平成20年度は大学院教育改革支援プログラム（大学院GP）、
質の高い大学教育推進プログラム（教育GP）などが新規採択さ
れるとともに、平成19年度以前に採択されている継続事業を含
め、約289百万円が交付されました。
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施設費収益 １９６百万円

　平成20年度は、耐震対策事業（上浜地区）、病棟・診療棟、災害復旧費、営繕事業などに対して約2,640百万円が交付されまし
た。

対前年度比　　１４０百万円減

　国や国立大学財務・経営センターから交付された施設費による収益です。

　交付された施設費は、受領したときは預り施設費として負債計上されます。この内、固定資産の取得に要した経費は資産見返負
債として計上され、それ以外の経費と同額が施設費収益として計上されます。
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Ⅰ期病棟・診療棟イメージ図（平成２３年度完成予定）

資産見返負債戻入 ５１７百万円 対前年度比　　２百万円増

　国立大学法人会計の特徴的な勘定科目の一つです。

　国立大学法人会計基準では、運営費交付金や授業料、寄附金などを財源として固定資産を取得したときは、それぞれの負債勘定
を財源別の資産見返負債勘定に振り替えることになっています。この資産見返勘定を取得した固定資産の減価償却費に対応して取
り崩したものが資産見返負債戻入勘定になります。これにより、費用である減価償却費と収益である「資産見返負債戻入」は同額
となり、必ず損益が均衡することになります。
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Ⅰ期病棟・診療棟イメージ図（平成２３年度完成予定）

雑益 ３２２百万円

　上記以外の収益です。

　大学保有資産貸付による財産貸付料収入、生物資源学部附帯施設における農場・演習林収入、物品等売払収入、補助金に係る間
接経費収入などが主な事項となっております。

対前年度比　　　８１百万円増

0

500

1000

1500

2000

2500

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

寄附金収益

受託研究等収益

受託研究等、寄附金収益の推移百万円

0
50

100
150
200
250
300
350

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

上記以外（他省庁含）

文科省競争的資金

補助金等交付額の推移百万円

Ⅰ期病棟・診療棟イメージ図（平成２３年度完成予定）
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臨時損失 ４７百万円

臨時利益 ２５百万円

　固定資産の売却、除却などにより増減します。

目的積立金取崩 １７１百万円

対前年度比　　　２０百万円減

対前年度比　　　６８百万円減

　大学本来の業務活動とは別に臨時的に発生した損失・利益です。

対前年度比 ９９百万円増目的積立金取崩 １７１百万円

　前年度から繰り越した目的積立金の内、費用相当額を計上したものです。
　目的積立金を取り崩したときは,固定資産を取得した場合はその同額を「資本剰余金」に、費用が発生した場合は「目的積立金取
崩額」に振り替えることになります。

　平成20年度は、留学生用宿舎建設及び共通教育棟耐震補強工事などにより約601百万円を取り崩し、その内、費用発生分171
百万円を計上しております。

対前年度比 　　９９百万円増
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平成20年度取崩額
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430百万円平成21年度への

繰越額

713百万円

当期純利益 ５６７百万円

当期総利益 ７３８百万円 対前年度比　　　５３５百万円減

　三重大学の平成20年度の全ての利益になります。

対前年度比　　　６３４百万円減

　通常の業務活動により発生した「経常利益」に、本来の業務活動以外で臨時的に発生した臨時損益を加減したものが「当期純利
益」となり、これに目的積立金取崩額を加えたものが「当期総利益」として表されることになります。
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　　　　　（単位：百万円）

平成19年度 平成20年度

Ⅰ 当期未処分利益

科　　　　目

利益の処分に関する書類（案）の概要

Ⅰ　当期未処分利益

当期総利益 1,273 738 

Ⅱ　利益処分額

積立金 711 413 

目的積立金目的積立金
　教育研究環境整備及び組織運営改善積立金 562 325 

利益の処分に関する書類（案）の概要

本 表 の ポ イ ン ト

中期計画に記載

利益の処分に関する書類（案）の概要

利益の処分に関する書類は、当該事業年度の損益計算において生じた利益を、翌事業年度にどのよう

に引き継ぐかを明らかにするものです。

当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業

年度への繰越及び使用が可能となります。

この目的積立金は中期計画で定めた剰余金の使途の範囲内で使用可能となります。

本 表 の ポ イ ン ト

中期計画に記載

利益の処分に関する書類（案）の概要

利益の処分に関する書類は、当該事業年度の損益計算において生じた利益を、翌事業年度にどのよう

に引き継ぐかを明らかにするものです。

当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業

年度への繰越及び使用が可能となります。

この目的積立金は中期計画で定めた剰余金の使途の範囲内で使用可能となります。

本 表 の ポ イ ン ト

中期計画に記載

文部科学大臣による承認申請額については、当期未処分利益のうち、国から承継された資

産の見合いとならないもので、現金の裏付けがあり翌年度以降事業の用に供することが可能

な額となっております。

益 金 裏 金 整 事 年

目的積立金と積立金について

利益の処分に関する書類（案）の概要

利益の処分に関する書類は、当該事業年度の損益計算において生じた利益を、翌事業年度にどのよう

に引き継ぐかを明らかにするものです。

当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業

年度への繰越及び使用が可能となります。

この目的積立金は中期計画で定めた剰余金の使途の範囲内で使用可能となります。

本 表 の ポ イ ン ト

中期計画に記載

文部科学大臣による承認申請額については、当期未処分利益のうち、国から承継された資

産の見合いとならないもので、現金の裏付けがあり翌年度以降事業の用に供することが可能

な額となっております。

また当期未処分利益のうち、現金の裏付けのないものは積立金として整理され、翌事業年

度以降、損失の補填にのみ使用可能となります。

目的積立金と積立金について

繰越損失

補填
文部科学

大臣承認

目的積立金

（3億円）

利益の処分に関する書類（案）の概要

利益の処分に関する書類は、当該事業年度の損益計算において生じた利益を、翌事業年度にどのよう

に引き継ぐかを明らかにするものです。

当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業

年度への繰越及び使用が可能となります。

この目的積立金は中期計画で定めた剰余金の使途の範囲内で使用可能となります。

本 表 の ポ イ ン ト

中期計画に記載

文部科学大臣による承認申請額については、当期未処分利益のうち、国から承継された資

産の見合いとならないもので、現金の裏付けがあり翌年度以降事業の用に供することが可能

な額となっております。

また当期未処分利益のうち、現金の裏付けのないものは積立金として整理され、翌事業年

度以降、損失の補填にのみ使用可能となります。

目的積立金と積立金について

当
期
総
利
益

繰越損失

補填

当
期
未
処
分

利
益

利益の処分

に関する書

類（案）

文部科学

大臣承認

目的積立金

（3億円）

積立金

（4億円）

利益の処分に関する書類（案）の概要

利益の処分に関する書類は、当該事業年度の損益計算において生じた利益を、翌事業年度にどのよう

に引き継ぐかを明らかにするものです。

当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業

年度への繰越及び使用が可能となります。

この目的積立金は中期計画で定めた剰余金の使途の範囲内で使用可能となります。

本 表 の ポ イ ン ト

中期計画に記載
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な額となっております。

また当期未処分利益のうち、現金の裏付けのないものは積立金として整理され、翌事業年

度以降、損失の補填にのみ使用可能となります。

目的積立金と積立金について

当
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（3億円）

積立金

（4億円）
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　（平成20年４月１日～平成２1年３月３１日）

　　　　　（単位：百万円）

平成19年度 平成20年度

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 2,824 3,108 
原材料、商品又はサービスの購入による支出
人件費支出
科学研究費補助金支出
運営費交付金収入
授業料・入学金・検定料収入
附属病院収入
外部資金収入　等

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 21 ▲ 3,754 
定期預金等の預入による支出
有形・無形固定資産の取得による支出
施設費による収入　等

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 666 1,133
長期借入金による収入
国立大学財務・経営センターへの債務負担金の返済による支出

リース債務の返済による支出　等

Ⅳ　資金に係る換算差額 － －

Ⅴ　資金増加額 2,136 487 

Ⅵ　資金期首残高 5,089 7,226 

Ⅶ　資金期末残高 7,226 7,713 

科　　　　目

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しているため、計は必ずしも一致しません。

キャッシュ・フロー計算書の概要

キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間における資金収支の状況を一定の活動区分別に表示し

て、本学の活動を資金の流れから表すものです。

内訳は「業務活動」・「投資活動」・「財務活動」の３つの区分に分けられ、どの活動から

資金を調達し、どの活動に資金が使用されているかを表しております。

◎「業務活動」は、通常の業務の実施にかかる各事業収入や人件費支出などの資金の動きを表

しています。

◎「投資活動」は、将来に向けた運営基盤確立のための固定資産の取得や資金運用などの資金

の動きを表しています。

◎「財務活動」は、借入金などの調達・返済にかかる資金の動きを表しています。

なお、平成20年度の資金期末残高は、前年度より約4億8千万円の資金増となっておりますが、

主な要因としては、長期借入による収入が増加したことがあげられます。また、実質の期末資金残

高は約90億円（定期預金約１3億円含む）ですが、この資金の主なものは、寄附金等外部資金の繰

越金約２5億円や年度末に計上された未払金約５7億円に充当される資金です。

本 表 の ポ イ ン ト
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　（平成20年４月１日～平成２1年３月３１日）

　　　　　（単位：百万円）

平成１９年度 平成２０年度科　　　　目

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要

Ⅰ　業務費用
（１）損益計算上の費用 31,645 32,444 
　　　業務費
　　　一般管理費　等
（２）（控除）自己収入等 △ 20,333 △ 20,458 
　　　授業料・入学料・検定料収益
　　　附属病院収益

受託研究収益 等　　　受託研究収益　等

業務費用　合計 11,312 11,985 

Ⅱ　損益外減価償却等（減損損失）相当額 1,088 1,080 

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 8 △ 93 

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 △ 90 △ 171 

Ⅴ　機会費用 343 393 
国又は地方公共団体の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用
政府出資の機会費用　等

Ⅵ　 国立大学法人等業務実施コスト 12,663 13,193 

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しているため、計は必ずしも一致しません。

国立大学法人等業務実施コスト計算書とは、国立大学法人等の業務運営に関して、国民が負担

するコストを集約し、情報開示の徹底を図り、納税者である国民の国立大学法人等における業務

本 表 の ポ イ ン ト

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要

国立大学法人等業務実施コスト計算書とは、国立大学法人等の業務運営に関して、国民が負担

するコストを集約し、情報開示の徹底を図り、納税者である国民の国立大学法人等における業務

に対する評価・判断に資するための書類です。

①業務費用

損益計算書における費用から授業料収益や病院収益などの自己収入額を差し引いたものです。

すなわち、国からの財源で賄われている費用を明らかにしています。

②損益外減価償却等（減損損失）相当額・引当外退職給付（賞与）増加見積額

減価償却費や退職給付引当金増加額等は民間企業では費用となりますが 国立大学法人では国

本 表 の ポ イ ン ト

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要

国立大学法人等業務実施コスト計算書とは、国立大学法人等の業務運営に関して、国民が負担

するコストを集約し、情報開示の徹底を図り、納税者である国民の国立大学法人等における業務

に対する評価・判断に資するための書類です。

①業務費用

損益計算書における費用から授業料収益や病院収益などの自己収入額を差し引いたものです。

すなわち、国からの財源で賄われている費用を明らかにしています。

②損益外減価償却等（減損損失）相当額・引当外退職給付（賞与）増加見積額

減価償却費や退職給付引当金増加額等は民間企業では費用となりますが、国立大学法人では国

から出資された資産等特定の資産の減価償却及び承継内教職員の退職給付引当金等が費用として

損益計算書に計上されないものがあります。その損益計算書に含まれない国民の負担額を表して

います。

③機会費用

国等の資産を利用する際に、国立大学法人ゆえに免除・軽減されているコストを算出して表し

ています。

本 表 の ポ イ ン ト

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要

国立大学法人等業務実施コスト計算書とは、国立大学法人等の業務運営に関して、国民が負担

するコストを集約し、情報開示の徹底を図り、納税者である国民の国立大学法人等における業務

に対する評価・判断に資するための書類です。

①業務費用

損益計算書における費用から授業料収益や病院収益などの自己収入額を差し引いたものです。

すなわち、国からの財源で賄われている費用を明らかにしています。

②損益外減価償却等（減損損失）相当額・引当外退職給付（賞与）増加見積額

減価償却費や退職給付引当金増加額等は民間企業では費用となりますが、国立大学法人では国

から出資された資産等特定の資産の減価償却及び承継内教職員の退職給付引当金等が費用として

損益計算書に計上されないものがあります。その損益計算書に含まれない国民の負担額を表して

います。

③機会費用

国等の資産を利用する際に、国立大学法人ゆえに免除・軽減されているコストを算出して表し

ています。

Ⅵ．に示された金額が三重大学の業務実施コストを表します。すなわち、国民の皆様の税金に

よる負担額は、約１３２億円 （対前年比５億３千万円の増加）となっております。

本 表 の ポ イ ン ト

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要
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　　　　　（単位：百万円）

平成19年度 平成20年度 平成19年度 平成20年度 平成19年度 平成20年度

教育研究診療等事業 30,325 31,347 29,584 30,771 741 576

収支差額収  入  の  部 支  出  の  部

決 算 報 告 書 の 概 要

授業料等収入 4,374 4,363 人件費 16,968 17,267

附属病院収入 13,588 13,658 教育研究経費 1,708 2,192

運営費交付金 11,809 12,357 診療経費 8,238 8,381

その他収入 251 351 一般管理費 1,476 1,782

目的積立金取崩 303 618 長期借入金償還金 1 194 1 149目的積立金取崩 303 618 長期借入金償還金 1,194 1,149

外部資金事業 2,294 2,477 2,017 2,318 277 159
（補助金含む）

産学連携等研究収入 1,313 1,471 産学連携等研究支出 1,241 1,359

寄附金収入 830 719 寄附金支出 625 672

補助金等収入 151 287 補助金等支出 151 287

施設整備事業 4,267 7,083 4,267 7,083 0 0

施設整備費補助金等 3,197 4,216 施設整備費等 3,197 4,216

長期借入金 1 070 2 867 病院施設費貸付金 1 070 2 867長期借入金 1,070 2,867 病院施設費貸付金 1,070 2,867

36,886 40,907 35,868 40,172 1,018 735合　　　計

収支決算は 国における会計認識基準に準じ 現金主義を基礎とし 部発生主義を取り入れて国立大学

本 表 の ポ イ ン ト

決 算 報 告 書 の 概 要

収入：４０，９０７百万円 支出：４０，１７２百万円

収支決算は、国における会計認識基準に準じ、現金主義を基礎とし、一部発生主義を取り入れて国立大学

本 表 の ポ イ ン ト

決 算 報 告 書 の 概 要

収入・支出の構成内訳（平成20年度）

収入：４０，９０７百万円 支出：４０，１７２百万円

収支決算は、国における会計認識基準に準じ、現金主義を基礎とし、一部発生主義を取り入れて国立大学

本 表 の ポ イ ン ト

決 算 報 告 書 の 概 要
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収入・支出の構成内訳（平成20年度）
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7,083百万円

17,267百万円
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収入：４０，９０７百万円 支出：４０，１７２百万円

収支決算は、国における会計認識基準に準じ、現金主義を基礎とし、一部発生主義を取り入れて国立大学

本 表 の ポ イ ン ト

決 算 報 告 書 の 概 要
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8,381百万円
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１９年度 １９年度 ２０年度 ２０年度

本学 同規模大学 本学 同規模大学

流動比率 流動資産／流動負債 113.3% 114.8% 112.4% 117.6% -0.9%
短期的な支払い能力を示す指標
【高い方が良い】

指標の意味本学増減比　　率 算　　式

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

未払金比率 未払金÷業務費 16.8% 16.6% 18.6% 16.0% 1.8%

年度末において支払が完了していない経
費が当年度に発生した業務費用のうちど
れだけの割合になっているかを示す指標
【低い値が良い】

人件費比率 人件費÷業務費 57.3% 57.8% 56.9% 56.4% -0.4%
人件費の業務費に対する割合を示す指
標。この比率が小さいほど大学の効率性
が高い。【低い値が良い】

一般管理費比率 一般管理費÷業務費 4.1% 3.2% 4.3% 3.2% 0.2%
一般管理費費の業務費に対する割合を示
す指標。この比率が小さいほど大学の効
率性が高い。【低い値が良い】

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

外部資金比率
（受託研究収益＋受託事業収益
＋寄附金収益）÷経常収益

5.7% 4.8% 5.9% 5.1% 0.2%
外部資金収益の経常収益に占める割合を
示す指標。この比率が大きいほど外部資
金への依存度が高い。【高い値が良い】

業務費対研究経費比率 研究経費÷業務費 6.2% 5.1% 4.9% 5.3% -1.3%
業務費に対する研究経費を示す指標。こ
の比率が大きいほど研究活動に使用され
る経費割合が高い。【高い値が良い】

業務費対教育経費比率 教育経費÷業務費 3.0% 4.7% 4.3% 5.0% 1.3%
業務費に対する教育経費を示す指標。こ
の比率が大きいほど教育活動に使用され
る経費割合が高い。【高い値が良い】

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

学生当教育経費 教育経費÷学生実員 121千円 187千円 178千円 206千円 57千円

学生１人当たりの教育規模を示す指標。
この数値が高いほど学生１人当たりの教
育に要する経費が大きい。【高い値が良
い】

教員当研究経費 研究経費÷教員実員 2,532千円 1,894千円 2,059千円 1,979千円 -473千円
学生１人当たりの研究活動規模を示す指
標。この数値が高いほど研究活動で使用
される経費が大きい。【高い値が良い】

教員当広義研究経費
研究経費＋受託研究費等＋科学
研究費補助金等）÷教員実員

5,124千円 3,914千円 4,807千円 4,042千円 -317千円

外部資金を含んだ教員１人当たりの研究
活動規模を示す指標。この数値が高いほ
ど研究活動で使用される経費が大きい。
【高い値が良い】

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

【高い値が良い】

経常利益比率 経常利益÷経常収益 3.9% 3.4% 1.8% 2.9% -2.1%

経常収益に対する大学の事業活動によっ
て得た利益の割合を示す指標。この比率
が大きいほど事業活動の合理性と能率性
が高い。【高い値が良い】

学生当業務コスト
業務コスト÷学生実員
（修士・博士含む）

1,713千円 1,795千円 1,781千円 1,821千円 68千円

学生１人当たりに係る業務コストを示す
指標。この数値が高いほど学生１人当た
りに要する業務コストが大きい。（低い
値が良い）

診療経費比率 診療経費÷附属病院収益 61.7% 63.5% 63.5% 63.5% 1.8%
病院収益に対する診療経費の割合を示す
指標。この比率が低いほど病院の収益性
が高い。【低い値が良い】

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

が高い。【低い値が良い】

附属病院収入対
長期借入金返済比率

（長期借入金返済＋財務経営ｾﾝ
ﾀｰ納付金）÷附属病院収入

6.8% 10.6% 6.5% 9.9% -0.3%
病院収入に対する借入金の割合を示す指
標。この比率が低いほど病院の健全性が
高い。【低い値が良い】

修正業務損益比率
附属病院の修正業務損益÷附属
病院の業務収益

2.3% 0.7% 0.5% 1.9% -1.8%
構造上の損益要因を除いた実質的な損益
を示す指標。
【高い値が良い】

病床当附属病院収益 附属病院収益÷病床数 18,757千円 20,438千円 19,321千円 21,414千円 564千円
１病床当たりの病院収益を示す指標。こ
の数値が高いほど病院の収益性が高い。
【高い値が良い】

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

【高い値が良い】

附属病院資産回転率
附属病院の経常収益÷附属病院
の帰属資産

179.1% 86.0% 142.7% 84.0% -36.4%
資産をいかに効率よく使い、収益を出し
たか示す指標。
【高い値が良い】

※１　本学と同規模大学２５大学

　　　　文部科学省により、全国の国立大学法人をその形態や規模により８グループに分類され、その中で「医科系学部その他の学部で構成され、
　　　学部等数が概ね１０学部未満の国立大学法人」が以下グループ。

　　　　（弘前、秋田、山形、群馬、富山、金沢、福井、山梨、信州、岐阜、三重、鳥取、島根、山口、徳島、香川、愛媛、高知、佐賀、長崎、
熊本 大分 宮崎 鹿児島 琉球）

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）

※２　「学生実員」とは、学部生、修士、博士、専門職学位を指す。

※３　「教員実員」とは、常勤の教員「任期付き教員を含む」を指す

　　　　　熊本、大分、宮崎、鹿児島、琉球）

平成20年度主要財務指標（本学の対前年度比較）
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　本学の財務指標について、文部科学省広報資料の財務諸表データ集で示された各指標を、平成１６～２０年度決算の５年間の推移で表わしています。

　棒グラフは、右に行くほど財務上の評価が高くなるように表示しています。

　グループ平均は、本学と同規模大学２５大学の平均値を表示しています。

◆貸借対照表

１．流動比率　（安全性） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

流動資産　Ａ 7,564,309 7,248,030 8,690,109 11,074,395 11,954,343

流動負債　Ｂ 8,184,061 6,515,138 7,789,796 9,774,733 10,638,520 対前年度

流動比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 92.4% 111.2% 111.6% 113.3% 112.4% △0.9ﾎﾟｲﾝﾄ

２．未払金比率　（効率性） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

未払金　　　　Ａ 3,430,330 2,775,169 3,549,720 5,036,673 5,738,660

業務費　　　　Ｂ 27,781,058 28,759,073 29,664,569 30,011,965 30,772,036 対前年度

未払金比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 12.3% 9.7% 12.0% 16.8% 18.6% 1.8ﾎﾟｲﾝﾄ

◆損益計算書

３．人件費比率　（効率性） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

人件費　　　　Ａ 16,903,874 16,934,617 17,361,378 17,200,785 17,511,797

業務費　　　　Ｂ 27,781,058 28,759,073 29,664,569 30,011,965 30,772,036 対前年度

人件費比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 60.8% 58.9% 58.5% 57.3% 56.9% △0.4ﾎﾟｲﾝﾄ

４．一般管理費比率　（効率性） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

一般管理費　　　　Ａ 1,216,808 1,227,930 1,331,416 1,237,048 1,336,711

業務費　　　　　　　Ｂ 27,781,058 28,759,073 29,664,569 30,011,965 30,772,036 対前年度

一般管理費比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 4.4% 4.3% 4.5% 4.1% 4.3% 0.2ﾎﾟｲﾝﾄ

５．外部資金比率　（財源確保） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

外部資金　　　　Ａ 1,443,993 1,567,738 1,620,572 1,881,773 1,951,487

経常収益　　　　Ｂ 30,763,083 31,354,846 32,306,274 32,801,020 32,986,187 対前年度

外部資金比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 4.7% 5.0% 5.0% 5.7% 5.9% 0.2ﾎﾟｲﾝﾄ

外部資金＝受託研究等収益＋受託事業等収益＋寄附金収益
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６．業務費対研究経費比率　（投資状況） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

研究経費　　　　　　　　　　Ａ 1,126,711 1,450,765 1,366,971 1,873,822 1,515,686

業務費　　　　　　　　　　　 Ｂ 27,781,058 28,759,073 29,664,569 30,011,965 30,772,036 対前年度

業務費対研究経費比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 4.1% 5.0% 4.6% 6.2% 4.9% △1.3ﾎﾟｲﾝﾄ

７．業務費対教育経費比率　（投資状況） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

教育経費　　　　　　　　　　Ａ 856,209 931,973 1,159,934 896,558 1,319,421

業務費　　　　　　　　　　　 Ｂ 27,781,058 28,759,073 29,664,569 30,011,965 30,772,036 対前年度

業務費対教育経費比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 3.1% 3.2% 3.9% 3.0% 4.3% 1.3ﾎﾟｲﾝﾄ

８．学生当教育経費　（投資状況） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

教育経費　　　　　 Ａ 856,209 931,973 1,159,934 896,558 1,319,421

学生実員　　　　　 Ｂ 7,382 7,433 7,420 7,394 7,404 対前年度

学生当教育経費　Ｃ＝Ａ／Ｂ 116千円 125千円 156千円 121千円 178千円 57千円

学生実員とは、学部生、修士、博士、専門学位を指す。

９．教員当研究経費　（投資状況） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

研究経費　　　　　 Ａ 1,126,711 1,450,765 1,366,971 1,873,822 1,515,686

教員実員　　　　　 Ｂ 764 750 735 740 736 対前年度

教員当研究経費　Ｃ＝Ａ／Ｂ 1,475千円 1,934千円 1,860千円 2,532千円 2,059千円 △473千円

教員実員とは、常勤の教員（任期付き教員を含む）を指す。（附属学校教員は除く）

１０．教員当広義研究経費　（投資状況） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

広義研究経費　　　　　 Ａ 2,804,748 3,009,798 3,083,210 3,792,262 3,538,762

教員実員　　　　　　　　 Ｂ 764 750 735 740 736 対前年度

教員当広義研究経費　Ｃ＝Ａ／Ｂ 3,671千円 4,013千円 4,194千円 5,124千円 4,807千円 △317千円

広義研究経費＝研究経費＋受託研究費等＋科学研究費補助金等

１１．経常利益比率　（効率性） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

経常利益　　　　Ａ 1,408,468 1,025,837 1,006,555 1,270,751 589,266

経常収益　　　　Ｂ 30,763,083 31,354,846 32,306,274 32,801,020 32,986,187 対前年度

経常利益比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 4.6% 3.3% 3.1% 3.9% 1.8% △2.1ﾎﾟｲﾝﾄ
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◆国立大学法人等業務実施コスト計算書

１２．学生当業務コスト　（その他） （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

業務コスト　　　　　 Ａ 13,520,651 12,666,534 13,624,916 12,663,204 13,193,475

学生実員　　　　　　Ｂ 7,382 7,433 7,420 7,394 7,404 対前年度

学生当業務コスト　Ｃ＝Ａ／Ｂ 1,832千円 1,704千円 1,836千円 1,713千円 1,781千円 68千円

◆附属病院セグメント情報　（附属病院運営状況）

１３．診療経費比率 （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

診療経費　　　　Ａ 7,677,467 8,109,715 8,307,292 8,462,380 8,669,123

附属病院収益　Ｂ 12,071,853 12,752,859 13,190,436 13,711,592 13,660,426 対前年度

診療経費比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 63.6% 63.6% 63.0% 61.7% 63.5% 1.7ﾎﾟｲﾝﾄ

１４．附属病院収入対長期借入金返済比率 （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

長期借入金返済額　　　　　Ａ 926,697 899,131 933,674 929,334 891,256

附属病院収入　　　　　　　　Ｂ 11,987,834 12,681,972 13,216,647 13,618,532 13,658,447 対前年度

附属病院収入対長期借入金返済比率　Ｃ＝Ａ／Ｂ 7.7% 7.1% 7.1% 6.8% 6.5% △0.3ﾎﾟｲﾝﾄ

長期借入金返済額＝長期借入金返済＋財務・経営センター納付金

１５．修正業務損益比率 （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

附属病院の修正業務損益　Ａ 286,890 73,319 ▲ 57,930 383,310 83,620

附属病院の業務収益　　　　Ｂ 14,718,701 15,170,415 15,488,817 16,691,224 16,726,358 対前年度

修正業務損益比率　　　　Ｃ＝Ａ／Ｂ 1.9% 0.5% △0.4% 2.3% 0.5% △1.8ﾎﾟｲﾝﾄ

１６．病床当附属病院収益 （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

附属病院収益　　　　　　 Ａ 12,071,853 12,752,859 13,190,436 13,711,592 13,660,426

病床数　　　　　　　　　　　Ｂ 731 731 731 731 707 対前年度

病床当附属病院収益　　Ｃ＝Ａ／Ｂ 16,514千円 17,445千円 18,044千円 18,757千円 19,321千円 564千円

１７．附属病院資産回転率 （単位：千円）

区　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

附属病院の経常収益　　Ａ 14,718,701 15,170,415 15,488,817 16,691,224 16,726,358

附属病院の帰属資産　　Ｂ 9,201,995 8,495,583 8,403,874 9,321,144 11,720,885 対前年度

附属病院資産収益率　　Ｃ＝Ａ／Ｂ 160.0% 178.6% 184.3% 179.1% 142.7% △36.4ﾎﾟｲﾝﾄ
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地域に根ざし世界に誇れる独自性を発揮できるような戦略的経営・管理
と機動的な組織づくりを目指すためには、財政基盤の裏付けを必要として
おり、財務諸表の分析を通して、最少の資源で最大の効果が得られるよう
業務運営の効率化・合理化を進めるともに、中期目標・中期計画の達成に
向け、自律的な自己収入の確保及び管理的経費の節減に努め、経営の確立
と活性化に取り組んでいきたいと思います。

国立大学法人三重大学 平成２０事業年度 財務報告書

発行：国立大学法人三重大学財務部財務チーム

〒514-8507 津市栗真町屋町１５７７番地

TEL: 059-231-9951 FAX:059-231-9025
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